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　東日本大震災から 5 年が経ち、津波被災地では集団移転が完了しつつある。
究極的な津波予防対策である集団移転によって安全性が確保される一方で、
高齢者の暮らしは大きく変容することが予想される。本稿では、集団移転に
よって高齢の移転参加住民の移動面において、どのような影響が生じ得るの
かを明らかにした。具体的には傾斜・身体機能による影響を反映した身体負
荷量を算出し、移転先から最寄り公共交通機関までの徒歩アクセシビリティ
評価を行った。分析の結果、9 割の団地がバス停徒歩圏外に立地しているこ
とが明らかになった。
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　　Five years have passed since the 2011 Great East Japan Earthquake and at present 
collective relocation is being carried out all over the tsunami stricken area. While 

safety is much improved it is considered that the lifestyle of the migrated residents 

is to be affected. In this research, the effect on the lifestyle of migrants was analyzed 

in Kesennuma City by looking at walking accessibility of elderly people’s physical 

burden. The accessibility to be nearest public transport from each collective relocation 

site including topographic aspect was assessed. The result shows that 90% of collective 

relocation sites are located out of walkable distance from the closest bus stop.
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１　はじめに
　東日本大震災から 5 年が経ち、被災地では集団移転として防災集団移転促

進事業（以下、防集事業）および災害公営住宅整備事業が急ピッチで進められ

ている。防集事業とは「災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民

の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進する

ため、当該地方公共団体に対し、事業費の一部補助を行い、防災のための集

団移転促進事業の円滑な推進を図るもの」[1] であり、集団移転によってより

安全が確保された地域へ集落単位あるいは集団で移転することが可能である。

また、移転後のコミュニティの維持が可能であり、移転する被災者および自

治体の財政負担が軽減されるメリットがある。被災地では、防災集団移転団

地（以下、防集団地）333 地区 9,534 戸、災害公営住宅 29,997 戸（平成 27 年

9 月末時点）の住宅が建設される予定であり、大規模な復興事業が限られた時

間の中で進められている。震災から 5 年が経過し、造成工事は完了しつつあり、

順次住民への引き渡しも始まっている。造成工事完了率は、防集団地で 66%、

災害公営住宅では 43% が完了しており（平成 27 年 9 月末時点）、住宅の建設

も完了している人はすでに居住を開始している。この究極的な津波予防策と

もいえる集団移転は、再度災害にあうことがないよう内陸部への移転あるい

は比較的標高のある山間・丘陵部を造成することによって、団地の安全性を

確保している。一方で起伏の激しい地域への移転や生活圏、公共交通のサー

ビス圏からはずれるといった要因から集団移転後の住民の日常生活に大きな

影響が及ぶことが予想され、移動面において脆弱性が露わになってくること

が近い将来考えられる。被災地では高齢化が進み、集団移転に参加する住民

の多くが高齢者である。そのため今後日常生活における移動面において、特

に高齢者の徒歩アクセシビリティの課題が出てくると考えられる。

　高齢化と移動面に関する意識調査では、長谷川らが行った戸建て住宅団地

における高齢化の住意識差異に関する研究がある [2]。この研究では、高齢世

帯であるほど、また公共交通利便性が低い住宅団地ほど日常の移動手段に対

して不安が高まる傾向があることを明らかにしている。特に通院・買い物の

不便さが住み替え意向に対して大きな要因となっていると述べられており、

近い将来自動車を運転できない高齢者住民が増加することを考慮すると、高
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齢者にとって移動手段の確保は、日常生活において大変重要なウェイトを占

めることが分かる。一方で高齢者の徒歩アクセシビリティに関する研究とし

ては、佐藤らが行った年齢別かつ地形による身体負荷の研究 [3] [4] や、原らが

行った地形を考慮した高齢者の徒歩アクセシビリティの研究 [5] がある。後者

の研究においては、勾配の大きい地点が多い地域では、平野部より徒歩圏の

縮小が顕著であるとの結果がでており、地形によるアクセシビリティへの影

響が大きいことが示されている。これら高齢者の徒歩アクセシビリティに関

する研究は数多くあり、集団移転参加者の移転実態に迫ったもの [6] や、集団

移転による被災集落の分割実態に迫ったもの [7] など、集団移転に関する合意

形成プロセスや計画策定過程を追った研究も多数みられる。一方で、集団移

転における高齢者の徒歩移動環境への影響を論じたものや広域的に研究を行

ったものは見当たらない。高齢者の自動車運転に関する研究では、加齢によ

る身体能力の低下によって交通事故の誘発や免許返納率が高くなることを明

らかにした研究 [8] [9] もあり、徒歩による移動を考慮した生活環境の整備は今

後重要になってくると考える。

　そこで本研究では、本震災によって集団移転を実施する事となった宮城県

気仙沼市を対象として、集団移転団地における高齢者住民の徒歩アクセシビ

リティ評価を行い、団地の立地と利便性の関係性を検証することを目的とす

る。これによって、地形起伏の大きい地域における集団移転が高齢者住民の

徒歩による生活にどのような影響を与えうるかを明らかにすることが可能と

なる。

２　対象地域の概況
　宮城県の北東端に位置する気仙沼市は、津波によって甚大な被害を受け

た都市のひとつである。宮城県が行った津波の痕跡調査では、市内で最大浸

水深約 15m から 19m、最大遡上高では 20m 超えの津波が到達したとしてい

る [10]。南北に長く、約 30km にわたってリアス式海岸特有の急峻な地形が続き、

沿岸部から少し離れると急激に標高が高くなる。市内の多くの市街地や集落

は限られた沿岸部の平野部や丘陵部に集中している。市の総人口は 64,917 人

（平成 27 年国勢調査）を有するが、平成 22 年から 5 年間で 8,572 人減と人口
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減少が進んでいる。高齢化率は 31.9%（平成 25 年 3 月末）であり、年々高齢

化が進行している。今後の復旧・復興の遅れによっては、人口減少・高齢化

の進行に一層拍車がかかることも懸念される。

　本震災による死者・行方不明者数はあわせて 1,200 人以上、被災世帯数

は 9,500 世帯以上（推計）に及んだ。こうした被害からの復興に向けて、防集

団地 48 地区 925 区画（平成 27 年 11 月 18 日時点）、災害公営住宅 29 地区

2,133 区画（平成 27 年 12 月 3 日時点）において復興事業が進められている。

平成 26 年 3 月には登米沢地区において造成工事が完了しており、造成が完

了した地区から順次引き渡しが開始されている。平成 27 年度中には防集団地

47 地区 910 区画、災害公営住宅 13 地区 801 区画が完成予定であり、平成 30

年度までの造成完了を目指して事業が進められている。なお、集団移転団地

の数や位置・規模等は随時変動しているが、本稿では平成 26 年 3 月 18 日時

点の情報を用いる。また、対象団地は防集団地 59 団地、災害公営住宅 14 団

地の計 73 団地 注 1 を対象とする（図 1）。

　これら集団移転団地は沿岸部に建設されるものから、内陸部に建設される

ものまで立地環境は多様であり、防集団地では移転戸数が 5 戸の団地から 67

戸まで移転規模も多様である。このように団地の最低移転戸数が 5 戸になる

ケースや団地が分散化する背景には、用地取得が難しい点や本震災における

防集事業の特例措置として、最低移転戸数が 10 世帯から 5 世帯になったこと

が要因としてある。被災地では漁村集落など小規模な集落も多く、集落の集

約化が難しいことが背景としてある。また、他にも防集事業では「新規に住

宅団地を整備する場合のほか、安全な場所にある既存の住宅団地や既存集落

の中にある空き地を活用して住宅団地とすることも考えられるが、このよう

な場合には、事業主体が用地を取得することをもって住宅団地の整備に該当

するものとして取り扱って差し支えない」[11] としており、集団移転先として

既存の住宅団地内に点在する空き地の活用が認められている。受け入れを行

う地域側としても、空き地に防集団地を建設した場合、周辺生活道路の整備

費が復興交付金から出るということでメリットがある。対象地域内では最知

川原第 2 地区がこの事例の一つとして掲げられ、総移転戸数 13 区画の 1 つ

の防集事業でありながら、5 区画、3 区画、3 区画、2 区画の計 4 箇所に点在
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しており、実質 1 つの団地あたりの最低移転戸数が 2 戸の地区も存在する。

　市内の公共交通機関には、生活路線バス・乗合タクシー、BRT (Bus Rapid 

Transit) がある。震災前までは、鉄道である JR 気仙沼線が運行していたが、

津波による被害を受け震災直後は運行不能となっていた。現在は気仙沼駅―

柳津駅間を BRT の導入によって運行を再開している。一方で、沿岸部では

住宅地や工場等が津波によって流されたことによって廃線となった生活バス

路線・バス停も多数存在する。これらを踏まえ本稿では、平成 26 年 6 月時点

の BRT 気仙沼線 1 路線、生活路線バス・乗合タクシー 13 路線の計 14 路線

を最寄りの公共交通機関として定める。これら市内の公共交通機関は沿岸部

に集中しており、内陸部は住居が少ないことから公共交通が少ない。平成 20

年から 21 年にかけて市が行ったアンケート調査では、自家用車保有台数が 2

図 1　気仙沼市内集団移転団地分布図
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台と答えた人が一番多く、次いで 1 台、3 台と回答しており、買い物、通院

ともに自家用車での移動が最も多かった [12]。このように多くの住民は移動手

段として自家用車を使用しているのが現状であるが、今後ますますの高齢化

によって移動手段を変更せざるをえないことも考慮する必要があると考える。

３　既往研究と本研究の位置づけ
　アクセシビリティの研究としては、多くの既往研究が存在する。その中に

おいても特に地形の影響を考慮した徒歩アクセシビリティの研究を行ったも

のとしては、佐藤らが多摩ニュータウン地区内の居住地区を対象として行っ

た、地形条件と身体能力を勘案した徒歩アクセシビリティの研究がある [3] [4]。

この研究においては人間工学分野における研究 [13] を基礎として歩行負荷の

換算を行っており、歩行によるエネルギー代謝率を用いた代謝的換算距離を

用いて、利用者の身体能力を考慮した目的施設までのアクセシビリティが評

価されている。アクセシビリティを評価する上で重要となる経路においては、

実際の歩行ルートに沿って測られており、精度は高い。

　一方でよりマクロなレベルで行われた研究としては、原らが仙台市全域を

対象として行った高齢者の徒歩アクセシビリティに関する研究 [5] がある。こ

の研究では、佐藤らが行った既往研究の成果を基礎として、50m メッシュの

標高データを用いた、地点間を直線で結ぶ形での計測を行っている。そのた

め実際の道路に沿った測定をしておらず、アクセシビリティの精度としては

佐藤らの既往研究に比べて低い。反面、入手が容易なデータを用いた解析を

行っている点や、比較がしやすい形での徒歩アクセシビリティ指標を用いて

いる点、またエネルギー代謝率では関数の連続性の確保をした指標を用いる

など、汎用的な手法が導入されている。

　これに対し本研究では、宮城県気仙沼市全域という広域な地域を対象とし

て、徒歩アクセシビリティ評価を行う。前章でも述べたが、対象地は地形の

起伏が激しい地域であるとともに、急速に高齢化が進行し、徒歩による移動

が将来欠かせなくなることが予想される。そこで原らが用いた徒歩アクセシ

ビリティ評価の手法を基礎として、実際の徒歩経路に沿ったアクセシビリテ

ィ評価を実施する。本研究における徒歩アクセシビリティとは、集団移転団
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地から最寄り公共交通機関までの片道の最短徒歩経路上における距離、傾斜

および高齢者の身体機能を反映させたものとする。

４　研究手法
　本研究では高齢者の徒歩アクセシビリティ評価として GIS (Geographic 

Information System) を用いた、集団移転団地から最寄り公共交通機関までの

片道の最短道路経路における距離・所要時間の算出、また経路上の勾配を考

慮した評価を行う。また、これら徒歩アクセシビリティ評価を基に標高と利

便性の関係性を明らかにする。徒歩アクセシビリティの定義方法、データ整

備方法および解析方法を以下に示す。

4.1　徒歩アクセシビリティの定義

　徒歩アクセシビリティの定義には、原らが行った既往研究をベースとする。

歩行によるエネルギー消費量（E）は、既往研究より (1) の式であらわされる。

　　E ＝ (RMR ＋ 1.2) × BMR × W × T	  	 　　　　  (1)

　エネルギー代謝率（RMR）によって経路上の地形による影響があらわされ、

これらの相対的な負荷は（RMR ＋ 1.2）の値で示される。基礎代謝率（BMR）

×体重（W）は基礎代謝量をあらわし、年齢による影響は移動時間（T）によっ

てあらわされる。移動時間は目的地までの道路距離（l）を歩行速度（v）で除し

た値であり、高齢化による身体能力の低下は歩行速度にあらわれることから、

移動時間（T）に反映される。

　歩行負荷（R）は (2) の式であらわされ、徒歩アクセシビリティ（A）は (3) の

式であらわされる。

	

　　R ＝ E/(a × W) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　     (2)

　　   ＝ (RMR ＋ 1.2) × BMR × W × T × {1/(a × W)}

　　　＝ (RMR ＋ 1.2) × BMR × W × (l/v) × {1/(a × W)}

　　A ＝ 1 − R　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
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　歩行負荷（R）は「ある地点から目的地点までの歩行する際のエネルギー消

費量を一日に必要なエネルギーで除したもの」になり、徒歩アクセシビリテ

ィ（A）は、「歩行負荷（R）を 1 から減じた値」となる。つまり本研究における

徒歩アクセシビリティとは一日に必要なエネルギーのうち、歩行移動以外に

消費できるエネルギー量がどれだけ残るのかを指し、徒歩アクセシビリティ

（A）の値が大きいほど、集団移転団地から最寄り公共交通機関までのアクセ

シビリティが良いことになる。エネルギー代謝率（RMR）に関しては、傾斜（s）

によって変わることから、(4) の値を使用する。

　　v ＝ 80 の時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     (4)

　　RMR ＝ 10.0　(s ≤ −25)

　　RMR ＝−58.07s −4.52　(25 ≤ s ≤ −11)

　　RMR ＝ 3.113e4.614x　( −11 ≤ s ≤ 25)

　　RMR ＝ 10.0　(25 ≤ s)

　エネルギー代謝率は、勾配が急になればなるほど値が大きくなり、緩やか

であれば値が小さくなる。高齢者にとっては緩やかな上り坂においても負荷

がかかり、下り坂においても急勾配の場合負荷がかかる。

　上記でも述べたが、歩行者の年齢によって歩行速度は変化する。また基礎

代謝量、単位体重あたりの 1 日に必要なエネルギー量も年齢によって異なる。

そこで本研究では、20-29 歳の若齢層、50-64 歳の後期中齢層、65-74 歳の前

期高齢層、75 歳以上の後期高齢層の 4 年齢層にわけ、表 1 の値を用いる。基

礎代謝率、推定エネルギー必要量、体重に関しては、原らが参照したデータ

が 10 年前の資料であり、現在は身体条件・身体機能が変化している可能性

がある。そこで本稿では日本人の食事摂取基準 2015 年版 [14] から男女の平均

値 注 3 を用いることとする。また、身体活動レベルは、レベルⅡのふつうを想

定とした値を用いることとする。歩行速度は既往研究 [3] と同一の値を用いる。

各種記号の凡例は表 2 に示す。
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4.2　データ整備方法

　集団移転団地のデータは、「復旧・復興に係る全体図」[15] （平成 26 年）を基

に、新規にポリゴンデータを作成する。バス路線・バス停データ（平成 22 年）

は震災前の国土数値情報のデータを基に、気仙沼市が公表している「気仙沼

市路線バス運行路線図」[16] の参照および平成 26 年に実施した現地調査から

廃線となった路線、バス停が移動した箇所の修正を行う。BRT のデータに関

しては、「JR 気仙沼線 BRT・駅 ( 停留所 ) ご案内」[17] （平成 26 年）および上

記の現地調査を基に、新規にポイントデータを作成する。傾斜データ（10m メ

ッシュ）に関しては基盤地図情報の標高データ（10m メッシュ）から作成する。

道路網（平成 23 年）は ESRI ジャパンのデータを用いる。新規に建設される

復興道路や区画整理の情報は地域によってばらつきがあることや、随時変更

していることから、本稿では震災時点のデータを用いる。

年齢層
v

 (m/min)
BMR

(kcal/kg/min)
a

 (kcal/day)
W

 (kg)
若齢層　20 ～ 29 歳 66.7 0.01601 40.47 56.6
後期中齢層　50 ～ 64 歳 56.7

0.01465
36.68 59.15

前期高齢層　65 ～ 74 歳 47
36.01

54.75
後期高齢層　75 歳以上 41.8 54.75

表2　記号凡例

記号 意味 単位

A ある目的施設までの徒歩アクセシビリティ -
R ある施設までの歩行負荷 -
E エネルギー消費量 kcal
RM R エネルギー代謝率 -
BM R 基礎代謝量 kcal
W 体重 kg
T 歩行時間 min
a 単位体重あたりの一日推定エネルギー必要量 kcal/kg・day
l 目的施設までの道路距離 m
v 歩行速度 m/min
s 勾配 %

表1　使用パラメータ [3][14]
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4.3　解析方法

　集団移転団地から最寄り公共交通機関までの最短経路の抽出にはネットワ

ーク解析を用いる。団地データはポリゴンデータであるため、団地の重心を

抽出し、重心から一番近い道路を出発地点として、最寄りバス停までの距離

を算出する。市内バス路線の一部にはフリー乗降区間を設けているものがあ

るため、その区間のみ最寄り運行路線までの経路とする。アクセシビリティ

評価には、交差点などでの道路図形に合わせるために上記で求めた最短ルー

トを 1m ごとに分割した上で、それぞれの図形に傾斜角度を反映させ、4 年齢

層ごとのアクセシビリティの算出を行う。アクセシビリティの値は往復の値

で求め、それを 2 で除した値とする。標高の評価については、団地内の平均

標高を用いて評価を行う。

５　解析結果
5.1　距離と所要時間

　はじめに、地形条件および身体機能による影響を無視した、集団移転団地

から最寄り公共交通機関までの最短道路距離とその所要時間について述べる。

距離では、およそ 25% にあたる 19 団地がバス停の徒歩圏とされる 300m 以内

に立地していることが分かった。残りの 54 団地は徒歩圏から外れた場所に立

地しており、300m から 600m が 26 団地、600m から 900m が 16 団地、900m

以上が 12 団地となった。また、8 つの団地においてはバス停から 1,500 ｍ以

上離れていることが分かった。年齢層別の徒歩所要時間では、20-29 歳では

歩行速度が速いため、約 7 割の団地が最寄りバス停までの所要時間が 10 分

以内になる結果となった。50-64 歳では 10 分以内に最寄りバス停まで到達で

きる団地が 5 割程度になり、75 歳以上では所要時間が 1 時間を超える団地が

1 団地存在することも分かった（図 2）。

5.2　　身体負荷を考慮した徒歩アクセシビリティ

　図 3、図 4 に地形条件を反映させた年齢層別徒歩アクセシビリティを示す。

アクセシビリティの良さの判断・比較基準として、20-29 歳の若齢層が傾斜

のない道を、バス停徒歩圏とされている 300m の距離を歩いた場合の身体負
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荷量（0.996 ～ 1）を目安値として設定した。徒歩圏である 300m を A 層、倍

の600m （0.992～0.996） をB層、900m （0.988～0.992） をC層、900m以上（0.988

以下）を D 層として定め、4 つの距離層に分け年齢層別にアクセシビリティの

傾向の考察を行う。

　若齢層のアクセシビリティでは、14 の団地が A 層内のアクセシビリティ圏

に立地している。一方で B 層、C 層、D 層とバス停からより身体負荷がかか

る層ほど団地数が増加する傾向となった。50-64 歳では、若齢層に比べ 2 団

地少ない 12 の団地が A 層内に立地しており、D 層のアクセシビリティ値を

示す団地は 38 団地と若齢層に比べ 9 団地増える結果となった。65-74 歳、75

歳以上では、徒歩圏内にある団地はそれぞれ 9 団地、8 団地と 1 割程度にと

どまり、9 割の団地は徒歩圏外に立地する結果となった。また、D 層に立地

する団地が両年齢層とも 44 団地と大きく増加した。距離のみの解析との比較

では、バス停徒歩圏内にある団地が 19 団地だったのに対し、若齢層では 14

団地と 5 団地少なく、65-74 歳の徒歩アクセシビリティでは 9 団地と半分以

下になることが明らかとなった。

　これら分析結果をもとに市内の集団移転団地のアクセシビリティのランキ

図2　最寄り公共交通機関までの年齢層別所要時間

図3　年齢層別徒歩アクセシビリティ
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ング化を行ってみたところ、市内南部、特に市内北東部の唐桑半島に、アク

セシビリティが低い団地が多く分布していることが分かった（図 5）。唐桑半

島はリアス式海岸特有の急峻な地形や入り組んだ海岸線をしていることから

アクセシビリティ値が低くなったと考えられる。一方アクセシビリティが良い

団地は中心市街地周辺部に集中していることも分かった。

　気仙沼市内の集団移転団地において、アクセシビリティが最低であった団

地は、市内北東部の唐桑町に立地している舞根 2 地区団地である。周囲を

急峻な山々と海に囲まれ、最寄りのバス停までは急勾配な山道を超えて、約

3km の道のりを歩かなければならない。舞根 2 地区団地では勾配による影響

が大きいため、年齢層別でアクセシビリティ値は大きく異なる結果となった。

20-29 歳におけるアクセシビリティ値は、0.884 と 0.9 を下回り、75 歳以上に

おけるアクセシビリティ値は 0.810 と最低の値を示した。ほかにも同じ唐桑町

に位置する鮪立団地において 75 歳以上におけるアクセシビリティ値が 0.833

と低く、この団地においても 2km を超える道のりを最寄りのバス停まで歩く

必要があることが分かった。

5.3　標高と徒歩アクセシビリティの関係

　標高と徒歩アクセシビリティの関係を図 6 に示す。集団移転団地が建設さ

図4　団地・年齢層別徒歩アクセシビリティ
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れる標高は、最低標高の 1m から最高の 129m まで大きなばらつきがあること

が分かった。標高とアクセシビリティとの間には一定の相関関係は見られな

かった。一方で、全体的にどの団地もある程度標高が確保された場所に建設

される可能性が高いことが分かった。標高が低い団地 注 2 は比較的アクセシビ

リティが良い所が多く、標高が一定以上ある団地はアクセシビリティが悪い

傾向がみられたとともに、アクセシビリティ値に大きなばらつきがみられた。

例えば 65-74 歳の徒歩アクセシビリティ値が 0.96 以下の団地は 7 団地存在す

るが、その全てにおいて標高 20m 以上の高台に建設される可能性があること

が明らかとなった。

６　考察
　分析結果から多くの集団移転団地において、勾配による影響を強く受け、

徒歩による最寄りバス停までの移動において長距離・長時間の移動を求めら

図5　アクセシビリティランキング
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れるのに加え、高齢者住民の体に大きな負担がかかる可能性があることが明

らかになった。大半の団地において最寄りバス停まで急勾配な道を歩く必要

があり、特に高年齢層ほど地形による影響を受けやすいことから身体負荷量

が増加し、徒歩アクセシビリティが悪い団地が大半になることが分かった。

本稿の解析結果は片道の身体負荷量をあらわしたものであり、団地から最寄

りバス停までを往復で移動した場合さらにアクセシビリティ値は下がること

が考えられる。このように気仙沼市内の集団移転団地の多くが、公共交通機

関を利用するために徒歩でアクセスすることが難しいことが分かった。標高

と徒歩アクセシビリティの関係においては、標高が比較的高い団地には徒歩

アクセシビリティが顕著に低下する団地が多数存在することが分かった。

　これら集団移転団地における徒歩移動環境が悪化した要因には、集団移転

事業の制度面や用地取得による要因、住民・行政のリスク認知に関する要因

があると思われる。防集事業には協議会型と市誘導型があり、特に住民が主

体となって移転計画を策定する協議会型は、移転場所を住民達が主導となっ

図6　標高と徒歩アクセシビリティ
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て決めることが可能である。この場合、移転元からある程度近い場所且つ安

全でまとまった世帯数が移転可能な土地を見つける必要があるため、利便性

が悪く、自動車に依存しなければならない地域に移転せざるをえなかった可

能性がある。また、第 2 章内でも触れたが、用地取得の難しさやリアス式海

岸といった急峻な地形が移転可能地域を限定させた可能性もある。用地取得

の問題では、被災地では土地の相続が行われていなかったり、地権者が不明

だったりするケースが相次いで起こり、移転先の土地の買収が難航した。対

象地では多くの住民が日常生活で自動車を使用しており、集団移転計画段階

において、安全面に関する配慮はあった一方で、住民・行政が将来起こりう

る徒歩移動におけるリスクを考慮しきれていなかった可能性も考えられる。

　標高と徒歩アクセシビリティの関係では、標高が高い地域において徒歩ア

クセシビリティが顕著に低下する団地がみられた。路線バスの一部には内陸

部へ運行するバスもあることから、必ずしも全ての標高が高い集団移転団地

において徒歩アクセシビリティが低下する傾向は確認できなかったものの、

集団移転の在り方を考える上で、標高の確保のみにこだわり過ぎず、徒歩ア

クセシビリティといった日常生活における利便性とのバランスも考慮する必

要があると考える。

　高齢者の中には自動車の運転ができない人もおり、今後はますます増加し

ていくことが予想される。高齢者にとって通院や買い物時の利便性の向上は

大変重要視されており、バス運行ルートの迂回、延伸、新設や、バス停の再

配置といった、高齢者の足の確保を行っていく必要がある。仮に後期高齢者

の徒歩アクセシビリティ値がバス停徒歩圏の目安である 300m よりも遠い地

域にある団地に、公共交通機関を迂回、延伸、新設を行った場合、最低でも

片道 43km の延長が必要となる。特に唐桑半島の舞根地区、市街地南部の松

崎前浜地区、市南部の小泉地区では新規に路線を設置するか、既存の路線か

ら大幅な迂回を必要とする可能性がある。舞根地区は周囲に大規模な集落も

少なく、公共サービスを展開する上で、市内で一番困難な地域になる恐れが

ある。また対象地では、5 戸から 10 戸ほどの小規模団地が分散しているのが

現状であり、この点も公共交通の整備を難しくする恐れがある。上記で述べ

た徒歩アクセシビリティが良い団地の中には、最寄りバス路線の一日あたり
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の運行本数が 5 本に満たない団地も含まれており、まとまった生活サービス

の提供が難しい現状にある。市内の生活路線バスは全線で赤字状態にあり、

今後これらの問題を行政だけでなく、住民も一緒に考えていく必要があるの

ではないかと考える。

７　おわりに
　本研究では宮城県気仙沼市を対象として、人口減少・高齢化が進む中での

震災復興として、集団移転を取り上げた。高齢社会における集団移転団地の

徒歩移動における課題を最寄り公共交通機関までの徒歩アクセシビリティと

いう視点から明らかにした。

　集団移転団地における徒歩アクセシビリティでは、9 割の団地が最寄り公

共交通機関の徒歩圏外に立地していることが明らかになった。高年齢層では

身体的に大きな負荷がかかる団地が多いことに加え、1 つの団地では最寄り

のバス停まで片道 1 時間以上歩く必要があることが分かった。また、標高と

徒歩アクセシビリティの関係では、標高が高い団地に徒歩アクセシビリティ

が顕著に低い団地が多く集中していることが明らかとなった。今後、集団移

転団地では高齢者住民の徒歩移動環境において問題を抱える可能性があり、

移転住民への生活サービスの提供や防集事業を含めた制度面の見直しが急務

であると考える。また、今回の様な人口減少が進行する中において行われた、

急峻な山間部の造成や小規模団地が分散するといった大規模開発は妥当であ

ったのかを、今一度再検討する必要があるのではないかと考える。

　本研究は復興における高齢者の徒歩移動への影響の指標の一つとして、徒

歩アクセシビリティを評価するものであり、移転先および周辺地域の公共交

通を含めたアクセシビリティおよび生活サービスの改善を図っていく上での

検討資料になると考えられるとともに、今後集団移転を実施する上で、また

生活サービスの改善を図っていく上で、一つの基礎的知見となることが期待

される。今後の課題としては、アクセシビリティ評価の精度向上に加え、バ

スの運行本数の反映や、商業施設や医療施設へのアクセシビリティ評価を行

っていく必要がある。被災地では区画整理事業が広範囲で行われており、復

興道路など新規に敷設が計画されている道路が多数存在する。集団移転団地
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の規模や立地場所も随時変更されており、2015 年 11 月現在では 77 地区、90

団地が市内で計画されている。今後はこれら情報の更新、手法の改善を行っ

ていくとともに、団地の居住人数や年齢分布、移転元のアクセシビリティ評

価および住民へのヒアリング調査を通して定量的かつ定性的な視点から高齢

者住民への影響を明らかにしていきたい。
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注

1　 地区数と団地数が異なるのは、移転事業が分散して立地する複数の団地を 1 地区
としているものが多数存在しているためである。たとえば最知川原第 2 地区では 1
地区が 4 団地で構成されている。本稿では同一敷地内にない地区は、複数の団地
としてわけた上で、それぞれのアクセシビリティ評価を行った。また、対象とする
73 団地内には 1 団地内に防集団地と災害公営住宅団地の 2 つが存在するものも含
んでいる。

2　 標高が低い地域に建設される団地は、造成段階で嵩上げされることや、防潮堤が
建設されることを前提としている場合がある。そのため本稿で示した標高とは実
際異なる可能性がある。

3　 既往研究 [5] においても男女平均値が用いられているため、本稿においても男女平
均値を用いた。
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